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一般社団法人生活困窮者自立支援全国ネットワークは、現場で生活困窮者辞退
する支援を行っている支援員や学識経験者が、職種や所属等を越えて相互に交
流し、資質の維持・向上や関係者間の連携の確保を図るとともに、関係施策の
推進を図ることを目的に、2014年11月に設立。

現在、役員16名、社員47名、賛助団体32団体、会員1,296名
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事業内容

①「全国研究交流大会」の開催
第1回 2014年11月 8日・ 9日 兵庫県 参加者数 1,200名（WAM助成事業）

第2回 2015年11月 8日・ 9日 福岡県 参加者数 1,628名
第3回 2016年11月12日・13日神奈川県参加者数 1,318名（日本財団・赤い羽根助成）
第4回 2017年11月11日・12日高知県 参加者数 1,029名（日本財団・赤い羽根助成）
第5回 2018年11月 3日・ 4日 熊本県 参加者数 1,262名（日本財団・赤い羽根助成）
第6回 2019年11月 3日・ 4日 宮城県 参加者数 1,085名（厚生労働省委託事業）

②支援員に対する「実践的研修セミナー」の開催及び情報交換等
・実践研修は6回、ブロック別研修は6回開催。
・ヒアリング調査 34団体、20自治体実施。
・困窮者支援情報共有サイトの開設・運営。
・会員向け会報11回発行。

③行政等に対する政策提言など
・2014年12月「生活困窮者自立支援法の確実な施行に向けて」
・2015年 6月「生活困窮者自立支援法実施に関する意見書」
・2017年11月「生活困窮者自立支援法改定に向けて」
・2018年 3月「生活困窮者等の自立を促進するための生活困窮者自立支援法等の一部を改定する法律案」
早期成立に向けたお願い
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昨年度の主な事業内容
①生活困窮者自立支援全国研究交流大会

時 期：令和元年 １１月３日（日）４日（月・祝）
場 所：３日：東北福祉大学 国見キャンパス 全体会

４日：東北福祉大学 ステーションキャンパス館 分科会１～１０
テーマ：「困難の折り重なりに生きる人々に支援は届いているか？!（人の尊厳に根ざ

す）生活困窮者自立支援の価値（意義・意味）を問う」

②全国の自治体へのコンサルタントサービス

３０自治体５３事業（自立１１、就労２０、家計１８、子ども７、一時４、他１）

③ブロック別研修会の開催（6ブロック）

九州・沖縄ブロック ２月８日（土）ＰＭ 福岡市九州ビル9階会議室
中国・四国ブロック １月３１日（金）ＰＭ 岡山コンベンションセンター
近畿ブロック ２月１８日（火）ＡＭ・ＰＭ 野洲文化ホール
東海・北陸ブロック １月３１日（金）ＰＭ 愛知県ウインクあいち
関東・甲信越ブロック ２月１４日（金）千葉市 蘇我コミュニティセンター
北海道・東北ブロック １月１７日（金） 仙台市ハーネノレ仙台

④困窮者支援情報共有サイトの開設・運営

９月に「困窮者支援情報共有サイト（みんなつながるネットワーク）」開設



コロナ禍における取り組み

①困窮者支援情報共有サイト（みんなつながるネットワーク

https://minna-tunagaru.jp/）に「新型コロナウイルス感染症

に関する支援等について」を開設

・トップページに新型コロナのバナーを新設し、情報を見やすく分類し、

給付や貸付などタイムリーな制度を更新中。

・⾃治体や⺠間のコロナ禍での⽀援活動などの取り組みも掲載。

・3⽉〜5月はアクセスが11万回を超え、行政や支援員だけでなく、一般の

ユーザーからも多くのアクセスを集めている。

②会員へ代表理事からの感謝と激励のメッセージと現場に役立つ

情報を掲載した会報を郵送。
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③「第7回全国研究交流大会」は開催方式を変更し、リモート
開催を予定。

・コロナ禍における困窮者支援の現場の様々な苦労や地域が直面してい
る問題を出し合い、制度をどう使いこなせるのかなど、支援員にとっ
て有益で元気の出る情報を還元するものとする。

・全国研究交流大会はリモートで開催し、支援員がWEBを通して繋
がり合い、元気になる企画を検討中。

・7月より支援員へのエールを動画配信予定。情報共有サイトに動画
を掲載することで、オンタイムで参加できなかった人も見れるよう
にする。
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④「自治体コンサルタントサービス」「ブロック別研修」

は開催方式や内容を検討中。

・自治体コンサルタントサービスは４０自治体を対象に、ブロック別研

修は６ブロック毎に、予定通り実施する。

・コロナ感染予防対策を実施しながら、リモート開催も含め開催方式を

検討する。




